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「月給制契約社員の給与に関する提案」の概要
ゆうメイト全国交流会

新会社において非正規社員のうち「月給制契約社員」の区分を設け、この「月給制契約社員」

から、正規社員への登用を行うとしています。そして、新会社移行時に基本的に公社でのキャ

リアスタッフが「月給制契約社員」に採用するとなっています。

８月末、「月給制契約社員の給与に関する提案」が関係各労働組合に提示されましたので、

その概要を報告します。

１ 給与の区分

(1) 月給制契約社員の給与は、基本賃金及び諸手当とする。

(2) 諸手当は、通勤手当、時間外割増賃金、祝日割増賃金、深夜割増賃金、早朝・夜間割増

賃金、特殊勤務手当、臨時手当及び作業能率評価手当とする。

２ 基本賃金

(1) 月給制契約社員の基本賃金は、基本月額、調整額及び地域手当の合計額とする。

(2) 基本月額は、次表に定める支給区分ごとにそれぞれ定める基本月額欄に掲げる額とする。

支 給 区 分 基本月額

内務作業担当 １週間の正規の勤務時間 ４０時間 １３４，０００円

３５時間 １１７，３００円

３０時間 １００，５００円

外務作業担当 １週間の正規の勤務時間 ４０時間 ２１３，２００円

３５時間 １８６，６００円

３０時間 １５９，９００円

(3) 基本月額は、毎年４月１日の雇用契約期間の更新時において、その前１年間の評価結果

が良好であった場合、現に受けている基本月額に、(4) に定める額(以下「加算額」 とい

う。)を加算した額に改定する。ただし、改定後の基本月額は、(2) の基本月額に加算額

４回分を加算した額を超えることはできない。

(4) 加算額は、次表の支給区分ごとにそれぞれ定める加算額欄に掲げる額とする。

支 給 区 分 加算額

内務作業担当 １週間の正規の勤務時間 ４０時間 ２，７００円

３５時間 ２，３００円

３０時間 ２，０００円

外務作業担当 １週間の正規の勤務時間 ４０時間 ４，３００円

３５時間 ３，７００円

３０時間 ３，２００円

(5) 調整額は、深夜業務調整額とし、支店において深夜帯勤務を専門に行う者に対し、次表

の支給区分ごとにそれぞれ定める支給月額欄に掲げる額を支給する。

支 給 区 分 支給月額

Ａ区分 １週間の正規の勤務時間 ４０時間 １３，２００円

３５時間 １１，６００円

３０時間 ９，９００円

Ｂ区分 １週間の正規の勤務時間 ４０時間 ６，６００円

（Ａ区分以外 ３５時間 ５，８００円

の支店） ３０時間 ５，０００円



(6) 地域手当は、別表第１に掲げる地域及び別表第２に掲げる勤務場所に勤務する者に対し

支給する。（「別表」については「別紙」）

ア 地域手当の月額は、基本月額及び調整額の合計額に別表第１における地域の区分及び

別表第２における勤務場所の区分に応じて定める支給割合を乗じて得た額(その額に５

円未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、５円以上10円未満の端数が生じたときは

これを10円に切り上げた額) とする。

イ 異動した場合の地域手当の取扱いについては、正社員に対する調整手当の取扱いの例

による。

３ 通勤費 正社員と同様。

４ 時間外割増賃金

※１時間分の賃金の計算方法 ⇒ 基本賃金額×１２

１週間の正規の勤務時間×５２

８時間を超える場合に上記の計算による時間賃金の１００分の１２５。

※なお、１週間に４０時間を超える場合もその超えた時間は割増賃金。

※週休日若しくは非番日又は祝日における時間外勤務した時間に係る勤務

⇒ １００分の１３５を支給。

５ 祝日割増賃金 ⇒ １００分の１３５

６ 深夜割増賃金 ⇒ 午後10時から翌日の５時までの勤務した場合に支給。

※基本は１００分の３０割増しで、「特に必要と認められる場合」１００分の５０までの

範囲で所属長が決める。

７ 早朝・夜間割増賃金 ⇒ 始業時刻 ５：００以後 ７：００以前

終業時刻２１：００以後２２：００以前

ア、始業時刻６：００前 → ５００円

イ、ア以外で、かつ、始業時刻が６：３０以前 → ３００円

ウ、ア及びイ以外で、かつ、始業時刻が７：００以前 → ２００円

エ、終業時刻が２１：００以後 → ２００円

(2) 月給制契約社員が、正規の勤務時間として新夜動の勤務に従事した場合であって、１回

の勤務の終業時刻から次の勤務の始業時刻までの時間が２時間以内で、かつ、それぞれの

勤務における終業時刻以前及び始業時刻以後に引き続き１時間以上従事したときには、次

のア及びイに掲げる場合に応じ、それぞれに定める額を支給する。

ア、夜間(22:00から翌日の6:00までの間をいう。) にわたって２回の勤務に服した場合に

は、当該２回の勤務1 回につき、200円を新夜勤の最初の勤務日に支給する。

イ、次の勤務については、当該勤務１回につき300円を新夜勤の最初の勤務日に支給する。

①最初の勤務の終業時刻が5：00以前で、当該勤務の次の勤務の始業時刻が6:00以後と

なる勤務。

②最初の勤務の終業時刻が22：00以前で、当該勤務の次の勤務の始業時刻が23:00以後

となる勤務。

８ 特殊勤務手当 ⇒ 正社員と同様

９ 臨時手当（夏期賞与・年末賞与） ⇒ 基本賃金額×0.3×1.8



10 作業能率評価手当

(1) 作業能率評価手当は、支店に勤務し、郵便専担業務に従事する月給制契約社員のうち、

次のアからオまでのいずれにも該当する者に対して支給する。

ア、作業能率測定が適当であると認められた者(当面の間は、時給制契約社員における、

スキル評価が「A ランク(習熟度有)」かつ基礎評価がすべて「できている」に相当する

と認められた者とする。)

イ、郵便内務で区分業務(通常郵便物の区分に限る。) に従事する者又は郵便外務で専ら

配達業務(通集配及び混合配達に限る。) に従事する者

ウ、４月及び10月(以下「測定月」 という。) の前月以前６か月の期間における勤務時間

数の合計が８４０時間(深夜勤務をしている者については７２８時間とする。)以上の者

エ、作業能率測定月以前６か月の期間において、郵便事故・誤配その他郵便事業に対する

信用を失墜させる行為を行っていない者

オ、作業能率測定月の翌月１日に現に期間雇用社員である者

(2) 作業能率評価手当は、区分業務に従事する者又は配達業務に従事する者の作業能率を会

社が定めるところにより測定・評価し、それぞれ基準よりも一定以上高いと認定された場

合に、その作業能率の高さに応じて手当を支絵する。

(3) 作業能率評価手当の支給額は、(2)で認定された作業能率の高さに応じ、次のア又はイ

に定める額とする

※「地域手当」の支給割合については「別紙 地域手当地域指定表」を参照。

★月給制契約社員の「退職慰労金」

(1) 退職慰労金＝基礎額×勤続期間の年数に相当する数

(2) 基礎額は下記の通り

１週間の正規の勤務時間４０時間 ⇒ ４６，０００円

〃 ３５時間 ⇒ ４０，０００円

〃 ３０時間 ⇒ ３４，０００円


